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令和７年度答申第１３号 

  令 和 ７ 年 ７ 月 ３ 日  

 

諮問番号 令和７年度諮問第６号（令和７年５月２日諮問）  

審 査 庁 厚生労働大臣 

事 件 名 労働保険料の認定決定に関する件 

 

答  申  書 

 

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 

 

結     論 

 

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。 

 

理     由 

 

第１ 事案の概要 

本件は、Ａ労働局労働保険特別会計歳入徴収官（以下「処分庁」という。）

が、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）に対し、労働保険の保険料

の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号。以下「徴収法」という。）

１５条３項の規定に基づき労働保険料の認定決定（以下「本件認定決定」とい

う。）をしたところ、審査請求人が本件認定決定を不服として審査請求をした

事案である。 

１ 関係する法令の定め 

（１）ア 徴収法１０条１項は、政府は、労働保険の事業に要する費用に充て

るため保険料を徴収すると規定し、同条２項１号は、前項の規定により

徴収する保険料（以下「労働保険料」という。）として一般保険料を掲

げる。徴収法１１条１項は、一般保険料の額は、賃金総額に一般保険料

に係る保険料率を乗じて得た額とする旨規定する。また、徴収法１２条

１項２号は、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下
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「労災保険法」という。）による労働者災害補償保険（以下「労災保

険」という。）に係る保険関係のみが成立している事業にあっては、一

般保険料に係る保険料率は、労災保険率となる旨規定する。 

イ 徴収法３９条１項は、厚生労働省令で定める事業については、当該事

業を労災保険に係る保険関係及び雇用保険に係る保険関係ごとに別個の

事業とみなして徴収法を適用する旨規定し、これを受けて、労働保険の

保険料の徴収等に関する法律施行規則（昭和４７年労働省令第８号。令

和６年厚生労働省令第２１号（令和６年４月１日施行）による改正前の

もの。以下「徴収法施行規則」という。）７０条４号は、同項の規定に

係る事業として、建設の事業を掲げる。 

また、徴収法７条は、２以上の事業が同条各号に掲げる要件（事業主

が同一人であること、それぞれの事業が有期事業であること等）に該当

する場合には、その全部を１の事業とみなす旨規定する。 

ウ 徴収法１１条３項は、同条２項の規定にかかわらず、厚生労働省令で

定める事業については、厚生労働省令で定めるところにより算定した額

を当該事業に係る賃金総額とする旨規定する。これを受けて、徴収法施

行規則１２条１号は、労災保険に係る保険関係が成立している事業のう

ち請負による建設の事業を掲げ、徴収法施行規則１３条１項は、同事業

については、事業の種類に従い、請負金額に別表第２に掲げる率を乗じ

て得た額を賃金総額とする旨規定する。 

エ 徴収法施行規則１６条１項は、船舶所有者の事業以外の事業に係る労

災保険率につき、別表第１のとおりとする旨規定する。 

（２）ア 徴収法１２条３項は、労災保険率に関し、連続する３保険年度中の

各保険年度において、同項各号のいずれかに該当する事業であって、当

該連続する３保険年度中の最後の保険年度の３月３１日（以下「基準

日」という。）において、労災保険に係る保険関係成立後３年以上経過

したもの（以下「適用対象事業」という。）については、当該適用対象

事業の業務災害の多寡に応じて労災保険率を引き上げ、又は引き下げる

こととしている。 

すなわち、適用対象事業にあっては、労災保険法の規定による業務災

害に関する保険給付（特定の業務に長期間従事することにより発生する

疾病であって厚生労働省令で定めるものにかかった者（厚生労働省令で

定める事業の種類ごとに、当該事業における就労期間等を考慮して厚生
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労働省令で定める者に限る。以下「特定疾病にかかった者」という。）

に係る保険給付等を除く。）の額と労働者災害補償保険特別支給金支給

規則（昭和４９年労働省令第３０号）の規定による特別支給金で業務災

害に係るものの額を加えた額を一般保険料の額（労災保険率に応ずる部

分の額）から非業務災害率（１０００分の０．６）に応ずる部分の額を

減じた額に第一種調整率（建設の事業は１００分の６３）を乗じた額で

除したものを収支率（以下「メリット収支率」という。）とした上で、

連続する３保険年度の合計のメリット収支率が１００分の８５を超え、

又は１００分の７５以下である場合には、労災保険率から非業務災害率

を減じた率を１００分の４０の範囲内において定める率（以下「メリッ

ト増減率」という。）だけ引き上げ、又は引き下げた率に非業務災害率

を加えた率（以下これらの規定により事業主ごとに個別に労災保険率を

改定して定められる労災保険率を「改定労災保険率」という。）を、基

準日の属する保険年度の次々年度から適用することができるものとされ

ている（徴収法１２条３項並びに徴収法施行規則１６条２項、１８条の

２第１項及び１９条の２。以下これらの仕組みを「メリット制」とい

う。）。 

そして、徴収法１２条３項３号は、適用対象事業として、同項１号及

び２号に掲げる事業のほか、厚生労働省令で定める規模の事業を掲げ、

これを受けて、徴収法施行規則１７条３項は、当該規模は、建設の事業

及び立木の伐採の事業について当該保険年度の確定保険料の額が４０万

円以上であることと規定する。 

イ 徴収法施行規則１７条の２は、特定疾病にかかった者として、林業又

は建設の事業に属する事業主を異にする２以上の事業場において、労働

基準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）別表第１の２第３号３

に規定する業務（さく岩機、鋲
びよう

打ち機、チェーンソー等の機械器具の

使用により身体に振動を与える業務（以下「振動業務」という。））に

従事し、又は従事したことのある労働者であって、当該業務による疾病

（手指、前腕等の末 梢
しよう

循環障害、末 梢
しよう

神経障害又は運動器障害（以

下「振動障害」という。））の発生の原因となった業務に従事した最後

の事業場において当該業務に従事した期間（当該労働者が、当該最後の

事業場に使用されるまでの間引き続いて当該最後の事業場の事業主の他

の事業場に使用されていた場合にあっては、当該使用されていた期間の
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うち当該業務に従事した期間を通算した期間。以下「特定業務従事期

間」という。）が１年に満たないもの、建設の事業に属する事業主を異

にする２以上の事業場において、同表２号１１に規定する業務（著しい

騒音を発する場所における業務）に従事し、又は従事したことのある労

働者であって当該業務による疾病（難聴等の耳の疾患）に係る特定業務

従事期間が５年に満たないもの等を掲げる。 
ウ 徴収法施行規則２０条は、メリット増減率につき、建設の事業及び立

木の伐採の事業であって、連続する３保険年度中のいずれかの保険年度

の確定保険料の額が４０万円以上１００万円未満であるものにあって

は、別表第３の２のとおりマイナス３０パーセントからプラス３０パー

セントまでの範囲内とすると規定する。 

（３）徴収法１５条１項は、事業主は、保険年度ごとに、労働保険料の額等を

記載した申告書を、その保険年度の６月１日から４０日以内に提出しなけ

ればならない旨規定し、同条３項は、政府は、事業主が同申告書を提出し

ないとき、又はその記載に誤りがあると認めるときは、労働保険料の額を

決定し、これを事業主に通知する旨規定する。 

（４）徴収法施行規則１条３項は、労働保険関係事務のうち、同項各号の労働

保険料及びこれに係る徴収金の徴収に関する事務は、事業場の所在地を管

轄する都道府県労働局労働保険特別会計歳入徴収官が行うと規定し、同項

１号は、労災保険に係る保険関係が成立している事業のうち徴収法３９条

１項の規定に係る事業についての一般保険料及びこれに係る徴収金の徴収

に関する事務を掲げる。 

２ 事案の経緯 

各項末尾掲記の資料によれば、本件の経緯は、以下のとおりである。 

（１）審査請求人は、道路工事、舗装工事、その他道路に関する工事並びに一

般土木工事の設計施工及び監理等を営む株式会社であり、昭和５２年４月

１日に労災保険に係る保険関係が成立した。 

（履歴事項全部証明書、適用情報検索帳票） 

（２）平成２７年９月から平成３０年１２月まで、平成３１年１月から同年４

月まで、令和元年５月から同年１２月まで及び令和２年４月から同年１２

月までの間に普通作業員（土工）として審査請求人に雇用されていたB（以

下「本件被災労働者」という。）は、振動障害及び騒音性難聴が業務災害

によるものであるとして休業補償給付、療養補償給付及び障害補償給付支
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給請求をしたところ、C労働基準監督署長（以下「本件労基署長」という。）

から、振動障害につき、診断確定日（傷病年月日）を令和３年４月１３日

として、令和４年２月２日付けで休業補償給付支給決定を、同年３月２４

日付けで療養補償給付支給決定を受けた。また、騒音性難聴につき、傷病

年月日を令和２年１２月２６日として、令和５年６月１９日付けで障害補

償給付支給決定を受けた。 

なお、本件被災労働者は、審査請求人を離職していた間及び令和２年１

２月の離職以降、振動工具を使用する業務に従事していなかった。 

（療養補償給付請求書、休業支給決定決議書、令和４年１月３１日付け

調査結果復命書、一時金支払決議書、令和５年６月１４日付け調査結果復

命書、業務歴・傷病歴等の時系列表） 

（３）処分庁は、令和５年５月３１日付けで、審査請求人に対し、令和５年度

の改定労災保険率について、メリット収支率が１４４．０パーセント、メ

リット増減率がプラス２５パーセントとなる旨を通知した。 

（労災保険率決定通知書） 

（４）審査請求人は、令和５年６月２３日、処分庁に対し、令和５年度の概算

保険料を１１２万８３４２円とする労働保険概算保険料申告書（以下「本

件申告書」という。）を提出し、その後、同月２９日、「令和５年度 概

算保険料の算出につきましては、自社での収支率算定が不明確なため、前

年確定保険料の算出基礎額に労災メリット増減率 ±０にて計算し、申告

いたしました。」と記載した「労働保険 概算保険料の申告について」と

題する書面を提出した。 

（本件申告書、「労働保険 概算保険料の申告について」と題する書面） 

（５）処分庁は、令和５年７月１３日に審査請求人の労働保険料の調査を行い、

本件申告書のメリット増減率に誤りがあるとした上で、同年８月１４日、

審査請求人に対し、徴収法１５条３項の規定に基づき、メリット増減率を

プラス２５パーセントとして、令和５年度の概算労働保険料額を１３９万

１６７５円、納付すべき労働保険料額（不足額）を２６万３３３３円とす

る決定（本件認定決定）を行った。 

（労働保険保険料算定基礎調査書、「労働保険料の認定決定について」と題す

る書面） 

（６）審査請求人は、令和５年８月１８日、審査庁に対し、本件認定決定を不

服として本件審査請求をした。その後、審査庁は、同年１１月６日付けで、
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審査請求人に対し、審査請求書の補正を求め、審査請求人は、同月１６日、

審査請求書を補正した。 

（審査請求書、補正命令書、補正書） 

（７）審査庁は、令和７年５月２日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして諮問をした。 

（諮問書、諮問説明書） 

３ 審査請求人の主張の要旨 

（１）本件認定決定の算出根拠となるメリット増減率の算出に当たっては、審

査請求人の責によらない業務により発症したと思われる労働災害における

給付を、便宜上の負担先（発症直近の就労先）として、審査請求人の労働

保険番号にて補償した額が含まれている。本来の発症原因となる業務及び

就労先が不明なまま、審査請求人一社でメリット増分全額を負担すること

は納得できない。また、当該制度が例外なく施行された場合、今後の人員

確保において同業の経験者を雇用することが困難となり、保険料の費用負

担を含め事業継続に重大な影響を与える。 

（２）本件の対象となる騒音性難聴及び振動障害の最終ばく露事業場が審査請

求人であることは確かである。しかし、最終ばく露事業場での就労期間が

令和２年４月１３日から同年１２月２６日までと１年に満たないこと、最

終ばく露事業場として通算する就労期間には、審査請求人の管理下にない

期間（令和元年１２月２７日から令和２年４月１２日までの１０８日間及

び平成３０年１２月２２日から令和元年５月６日までの１３６日間）が相

当日数含まれていること、また、令和３年６月３日に本件被災労働者が振

動障害の発症原因は親族の経営する会社での就労が原因だった旨の発言を

していることを踏まえ、審査請求人一社のみに対してその罰則であるメリ

ット増減率２５パーセント増を科すことは承服できない。 

（３）したがって、本件認定決定の取消しを求める。 

第２ 諮問に係る審査庁の判断 

１ 本件労基署長は、本件被災労働者の振動障害（以下「本件災害」という。）

は令和３年４月１３日を発症日とする業務上の災害と認定している。 

２ 振動障害の認定基準に照らすと、本件被災労働者は、土木作業員として審

査請求人における業務を含む振動業務に約１８８か月間従事しており、検査

結果及び医師の診断書等から、末梢循環障害、末梢神経障害及び運動機能障

害が顕著に認められ、他に考えられる類似疾患等の所見も認められないこと
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から、本件労基署長が本件災害を業務上の災害と認定したことに誤りはない。 

３ 本件被災労働者は複数期間にわたり振動業務に従事しているが、本件災害

における最終ばく露事業場は、審査請求人の事業場である。 

４ 振動障害は特定疾病とされ、徴収法施行規則１７条の２において特定業務

従事期間が１年に満たない場合はメリット制の算定の基礎から除く旨規定さ

れている。 

この点につき、審査請求人は、上記第１の３（２）のとおり主張する。 

確かに、令和２年４月１３日より前の本件被災労働者の就労状況をみると、

令和元年５月７日から同年１２月２６日まで（２３３日間）審査請求人の事

業場において就労しており、その後おおむね３か月間程度、審査請求人の管

理下にない期間が存在する。しかしながら、当該期間において、本件被災労

働者が他の事業場で振動障害を発症するような業務に従事していた事実は確

認されておらず、審査請求人の事業場における特定業務従事期間を通算する

と１年以上となるため、本件認定決定について、違法又は不当な点は認めら

れない。 

なお、本件被災労働者は、本件認定決定の算定根拠とされる本件災害の他

に、騒音性難聴に係る障害補償給付も受けているが、特定業務従事期間が５

年に満たないため、本件認定決定の算定根拠に含まれていない。 

５ したがって、本件審査請求は棄却されるべきである。なお、審理員の意見

も、おおむね同旨である。 

第３ 当審査会の判断 

当審査会は、令和７年５月２日、審査庁から諮問を受け、同月２９日、同年

６月１９日及び同月２６日の計３回、調査審議をした。 

また、審査庁から、令和７年５月２３日及び同年６月６日、主張書面及び資

料の提出を受けた。 

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について 

（１）一件記録によれば、本件審査請求から本件諮問（令和７年５月２日）ま

でに約１年８か月半を要しているところ、特に①本件審査請求から補正命

令の発出（令和５年１１月６日）までに約２か月半、②審査請求書に係る

補正書の受付（同月１６日）から審理員の指名（同年１２月１２日）まで

に約１か月、③反論書の受付（令和６年２月２８日）からその次の手続で

ある処分庁への物件提出依頼（同年５月２３日）までに約３か月、④③で

依頼した物件の受付（同月３１日）から処分庁への再度の物件提出依頼
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（同年９月５日）までに約３か月、⑤審理員意見書の提出（同年１０月８

日）から本件諮問までに約７か月を要している。この点につき、当審査会

から審査庁に照会したところ、進捗管理が不十分であったため及び審査請

求件数が多く、業務多忙のため、時間を要したとのことであり（令和７年

５月２３日付け審査庁主張書面）、このような期間を要したことについて

特段の理由があったとは認められず、審査庁は、簡易迅速な手続の下で国

民の権利利益の救済を図るという行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）の目的（１条１項）を踏まえ、審査請求事件の進行管理を改善するこ

とにより、事件の手続を迅速に進める必要がある。 

なお、審査庁において、令和７年４月以降、審査請求事案の進捗管理表

（事案ごとに、標準審理期間を踏まえた期限を設定し、対応状況等を明記

したもの）を作成し、組織的な進捗管理を実施し、標準審理期間の遵守を

徹底しているとのことである（同年５月２３日付け審査庁主張書面）から、

今後の改善が期待される。 

（２）上記（１）で指摘した点及び下記３で付言した点以外には、本件審査請

求から本件諮問に至るまでの一連の手続に特段違法又は不当と認めるべき

点はうかがわれない。 

２ 本件認定決定の適法性又は妥当性について 

（１）メリット収支率の算出に当たっては、業務災害に関する保険給付のうち

特定疾病にかかった者に係る保険給付は除外することとされており、特定

疾病にかかった者として、建設の事業に属する事業主を異にする２以上の

事業場において振動業務に従事し、又は従事したことのある労働者であっ

て、当該業務による振動障害に係る特定業務従事期間が１年未満の者が挙

げられている（上記第１の１（１）及び（２））。 

そして、特定業務従事期間について、メリット制事務処理手引（令和４

年１月改定版。以下「手引」という。）Ⅱ３（２）ハ（ホ）では、疾病の

発生の原因となった業務に従事した最終事業場に使用されるまでの間、引

き続いて当該最後の事業場の事業主の他の事業場に使用されていた場合に

あっては、最後の事業場における従事期間だけでなく、当該他の事業場に

おける従事期間をも通算した期間であり、同一事業主の下で、事業場を移

動し、最後の事業場で特定疾病が発生した場合、当該同一の事業主の下に

おける従事期間が通算されることとなるとされ、従事期間は、振動障害に

ついて業務上の疾病として認定の要件とされている当該業務の従事期間の
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把握の方式と同一の方式をもって把握された期間とされている。 

また、振動障害の業務上の疾病としての認定に当たり、振動業務への従

事歴については、「振動障害の認定基準の運用上の留意点等について」

（昭和５２年５月２８日付け労働省労働基準局補償課長事務連絡第２３号

（令和２年１２月２５日最終改正））２（２）ロにおいて、振動業務に従

事しない期間が途中１か月以上に及ぶことがある場合はその期間を除いた

合計期間を振動業務に従事した期間とするとされている。 

（２）一件記録によれば、本件被災労働者が振動業務に従事した最後の事業場

は、審査請求人の事業場であると認められる（業務歴・傷病歴等の時系列

表）ので、本件被災労働者の「特定疾病にかかった者」への該当性につい

て、以下検討する。 

なお、審査請求人は、騒音性難聴についても本件被災労働者が「特定疾

病にかかった者」に該当する旨主張していると解される（上記第１の３

（２））が、審査庁は本件被災労働者の審査請求人の事業場での就労期間

を通算しても５年未満であり、本件被災労働者は「特定疾病にかかった者」

に該当し、メリット増減率の算定根拠に含まれていない旨説明している

（上記第２の４）ことから、判断しない。 

ア 本件被災労働者が審査請求人の事業場において振動業務に従事してい

た期間は、業務歴・傷病歴等の時系列表によれば、①平成２７年９月か

ら平成３０年１２月まで、平成３１年１月から同年４月まで及び令和元

年５月から同年１２月まで並びに②令和２年４月から同年１２月２６日

までであり、上記①及び②の間の約４か月の期間は、本件被災労働者は

就労していなかったことが認められる。 

そうすると、本件被災労働者が最後に審査請求人の事業場で振動業務に

従事していた期間（上記②）は約８か月と１年に満たないが、約４か月の

就労していなかった期間を除いた合計の従事期間（上記①及び②）は約４

年９か月に及ぶと認められる。 

イ この点につき、当審査会において審査庁に見解を求めたところ、審査

庁は、以下のとおり説明している（令和７年６月６日付け審査庁主張書

面）。 

（ア）徴収法１２条３項及び徴収法施行規則１７条の２の規定の趣旨は、

事業場を転々とする日雇又は短期間の就労を常態とする労働者を多数

使用する事業に多発する特定の疾病であって、かつ、当該疾病の発症
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までに比較的長期間を要するものについて、最終事業場における従事

歴が短期であるため、疾病の発生に係る責任を最終事業場の事業主に

帰属させることが困難な場合に、当該保険給付額等をメリット収支率

算定の基礎から除外するものであり、限定的かつ例外的な取扱いであ

る。 

（イ）上記（ア）から、当該疾病の発生に係る責任を最終事業場の事業主

に帰属させることが困難となる原因が生じない限りは、当該疾病を発

症した労働者は、最終事業場の事業主に引き続いて使用されていたも

のと解される。 

（ウ）本件においては、本件被災労働者が離職期間中に他の事業主の下で

振動業務に従事した事実はなく、振動業務への従事歴について最終事

業場から遡った場合に、最終事業場の事業主の下のみで業務上の疾病

として認定される「相当期間」（おおむね１年又はこれを超える期間）

の要件を満たす点は、最終事業場で継続して（離職期間なく）１年以

上特定業務に従事していた場合と異なるところはなく、疾病の発生に

係る責任を最終事業場の事業主に帰属させることが困難な場合には該

当しないと考える。 

ウ そこで検討するに、徴収法は、業務災害に関連して支払われた保険給

付は、全てメリット収支率の算定の基礎とすることを原則としており、

特定疾病にかかった者に対する保険給付を除外するのは、最終事業場の

事業主に当該特定疾病について責任を帰属させることが相当でないと考

えられる場合の例外的な措置としている（徴収法１２条３項及び徴収法

施行規則１７条の２）ことを踏まえると、離職期間が生じたとしても、

この間に他の事業主の下で特定業務に従事した、離職期間が長期に及ぶ

など、最終事業場の事業主に責任を帰属させることが相当でないと認め

られる場合でなければ、当該特定疾病を発症した労働者が、当該事業主

に引き続いて使用されていたものとして、当該事業主の事業場で振動業

務に従事した期間（離職前の期間及び離職後の期間）を通算すべきであ

ると解される。 

本件においては、上記アのとおり、本件被災労働者は当該離職期間に審

査請求人の下でも他の事業主の下でも就労しておらず、当然振動業務にも

従事していなかったこと、また、本件被災労働者が審査請求人を離職して

いたのは約４か月であり、長期間であるとまではいえないことも考慮する
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と、最終事業場の事業主である審査請求人に責任を帰属させることが相当

でないとまでは認められない。したがって、本件被災労働者は、審査請求

人に引き続いて使用されていたものとして、審査請求人の事業場で振動業

務に従事した期間（離職前の期間及び離職後の期間）を通算すべきであり、

そうすると、特定業務従事期間は１年以上となる。 

よって、本件被災労働者は、「特定疾病にかかった者」に該当せず、本

件被災労働者に係る保険給付は、審査請求人に係るメリット収支率の算定

から除外されない。 

（３）次に、本件認定決定は概算労働保険料額及び労働保険料額（不足額）を

決定するものなので、それらの額が適正であるかどうか検討する。 

ア 審査請求人の概算労働保険料の額は、メリット増減率を基に算出され

るから、まず、このメリット増減率を算出する基礎となるメリット収支

率を算出する。 

労働基準行政システムによると、審査請求人に係る令和元年度から令和

３年度までの保険給付の額は、令和元年度が４７万８６２５円、令和２年

度が０円、令和３年度が２３５万１４９６円で、合計が２８３万０１２１

円であり、審査請求人に係る令和元年度から令和３年度までの特別支給金

の額は、令和元年度が０円、令和２年度が０円、令和３年度が７１万７７

５０円で、合計が７１万７７５０円である。 

そして、審査請求人に係る令和元年度から令和３年度までの一般保険料

の額は、令和元年度が１９０万２７５６円、令和２年度が１３８万７１６

６円、令和３年度が８９万１８８０円であり、審査請求人に係る令和元年

度から令和３年度までの労災保険率から非業務災害率（１０００分の０．

６）を減じた割合は、令和元年度が１０００分の１０．９２、令和２年度

が１０００分の１０．９２、令和３年度が１０００分の６．３であるから、

一般保険料の額から非業務災害率に応ずる部分の額を減じた額は、令和元

年度が１８０万３６５４円（≒１９０万２７５６円×１０００分の１０

．９２÷（１０００分の１０．９２＋１０００分の０．６））、令和２

年度が１３１万４９１８円（≒１３８万７１６６円×１０００分の１０

．９２÷（１０００分の１０．９２＋１０００分の０．６））、令和３

年度が８１万４３２５円（≒８９万１８８０円×１０００分の６．３÷

（１０００分の６．３＋１０００分の０．６））（いずれも小数第１位を

四捨五入（手引Ⅱ１（６）））で、合計が３９３万２８９７円である。さ
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らに、この額に第一種調整率（１００分の６３）を乗じた額は、２４７万

７７２６円（小数第１位を切上げ（手引Ⅱ１（６）））となる。 

したがって、メリット収支率は、１４４パーセント（≒（２８３万０１

２１円＋７１万７７５０円）÷２４７万７７２６円×１００（小数点以

下を切上げ（手引Ⅱ１（６））））となる。 

イ 次に、メリット増減率を算出する。 

審査請求人のメリット収支率は、上記アのとおり、１４４パーセントで

あり、確定保険料の額が４０万円以上１００万円未満の年度が含まれるか

ら、メリット収支率の区分ごとにメリット増減率を定める徴収法施行規則

２０条及び別表第３の２によれば、メリット収支率が１４０パーセントを

超え１５０パーセントまでの場合は、メリット増減率はプラス２５パーセ

ントとなる。 

ウ 最後に、概算労働保険料額及び納付すべき労働保険料額（不足額）を

算出する。 

審査請求人は、一括有期事業総括表において舗装工事業及びその他の建

設事業を報告しており、これらの事業に係る賃金総額は、舗装工事業に係

る請負金額（７億３２１６万８１００円）に１７パーセントを乗じて得た

額及びその他の建設事業に係る請負金額（２２６万１８３８円）に２４パ

ーセントを乗じて得た額（徴収法１１条３項並びに徴収法施行規則１２条

１号、１３条１項及び別表第２。１０００円未満切り捨て（徴収法１５条

１項１号）。）の合計となる。また、労災保険率は、舗装工事業が１００

０分の９、その他の建設事業が１０００分の１５である（徴収法施行規則

１６条１項及び別表第１）。上記イのとおり、メリット増減率はプラス２

５パーセントであるから、改定労災保険率は、舗装工事業が１０００分の

１１．１（＝（１０００分の９－１０００分の０．６）×１００分の１

２５＋１０００分の０．６）、その他の建設事業が１０００分の１８．６

（＝（１０００分の１５－１０００分の０．６）×１００分の１２５＋

１０００分の０．６）となる。 

そうすると、概算労働保険料額は、１３９万１６７５円（≒７億３２１

６万８１００円×１００分の１７×１０００分の１１．１＋２２６万１

８３８円×１００分の２４×１０００分の１８．６）となる。そして、

納付すべき労働保険料額（不足額）は、上記の概算労働保険料額と審査請

求人が申告した概算労働保険料額１１２万８３４２円の差額である２６万
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３３３３円となる。 

したがって、本件認定決定によって決定された概算労働保険料額及び納

付すべき労働保険料額（不足額）は適正である。 

（４）以上のことから、本件認定決定が違法又は不当であるとは認められない。 

３ 付言 

一件記録をみると、審理員は、処分庁に対して、本件認定決定における労

働保険料額の算定式等について照会している（「審理関係人への質問及び物

件の提出要求について（依頼）」）ものの、審理員意見書においては概算労

働保険料額及び納付すべき労働保険料額（不足額）の妥当性について検討し

ておらず、審査庁も、諮問説明書においてこれらの妥当性について説明して

いない。 

この点につき、審査庁に照会したところ、審査庁は、審理員においては、

保険料算定の前提となる保険給付の妥当性について検討し、妥当であると判

断したため、概算労働保険料額及び納付すべき労働保険料額（不足額）の妥

当性を検討しなかったと説明し、また、審査庁においては、当該妥当性を前

提とした保険料算定が正しいことを確認済みであるとのことであった（令和

７年６月６日付け審査庁主張書面）。 

審理手続においては、処分の適法性及び妥当性を検討する必要があるとこ

ろ、労働保険料の認定決定の適法性及び妥当性を検討するに当たっては、保

険料算定の前提となる保険給付の取扱いの妥当性のみならず、認定決定にお

ける認定額の適正性も検討しなければならない。しかしながら、審理員は、

保険給付の取扱いの妥当性についてのみ検討し、本件認定決定における認定

額が適正に算出されているかどうかについては、算出の根拠となる資料に照

らした検討をした形跡がうかがわれない。審理員は、今後、当該処分の適法

性及び妥当性を漏れなく検証する必要があるし、審査庁は、諮問説明書の作

成に当たり、これらの点につき漏れなく記載する必要がある。 

４ まとめ 

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。 

よって、結論記載のとおり答申する。 

 

行政不服審査会 第３部会 

委   員   吉   開   正 治 郎 



14 

委   員   中   原   茂   樹 

委   員   福   本   美   苗 


